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受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
当ファンドは、日本を含む世界の株式の中
からロング・ショート戦略を構築し、安定し
た収益の確保と信託財産の着実な成長をめざ
しております。当作成期につきましてもそれ
に沿った運用を行ないました。ここに、運用
状況をご報告申し上げます。
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

メガトレンド・ロング・
ショート・ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

商 品 分 類 追加型投信／内外／株式／特殊型（ロング・
ショート型）

信 託 期 間 2020年11月 6 日～2025年11月 5 日

運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめ
ざして運用を行ないます。

主要投資対象 日本を含む世界の株式の値動きを享受する債券
（円建） 

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等とし、原則として、信
託財産の成長に資することを目的に、配当等収益
の中から基準価額の水準等を勘案して分配金額を
決定します。ただし、配当等収益が少額の場合に
は、分配を行なわないことがあります。 

運用報告書（全体版）
（決算日　2022年11月 7 日）

第 2 期
（作成対象期間　2021年11月 6日～2022年11月 7日）



メガトレンド・ロング・ショート・ファンド

決　　算　　期
基　　準　　価　　額

公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 　 額（ 分 配 落 ） 税 込

分 配 金
期 　 中
騰 落 率

円 円 % % 百万円
1 期末（2021年11月 5 日） 8, 345 0  △ 16. 6 90. 7 111 
2 期末（2022年11月 7 日） 5, 632 0  △ 32. 5 87. 1 73 

（注 1）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。
（注 3）当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、ベンチマークおよび参考指数を記載しておりません。

設定以来の運用実績
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■基準価額・騰落率
期　首：8, 345円　  
期　末：5, 632円（分配金 0円）  
騰落率：△32. 5％（分配金込み）

■基準価額の主な変動要因
連動債券への投資を通じて、日本を含む世
界の株式の中から、メガトレンド（世界の長
期的な構造変化）を背景とした複数のテーマ
を基にロング・ショート戦略（※）を構築し
た結果、ロング（買い）・ポジションがおおむ

ね下落し、ショート（売り）・ポジションがお
おむね上昇したことから、当ファンドの基準
価額は下落しました。特に、メディアテーマ
におけるＳＮＳ関連銘柄（ロング・ポジショ
ン）の下落や、エネルギーテーマにおける化
石燃料関連銘柄（ショート・ポジジョン）の
上昇がマイナス要因となりました。
※ 買いポジションおよび売りポジションの
2つを組み合わせる戦略をいいます。

運用経過

基準価額等の推移について 
（円） （百万円）

期　首
（2021. 11. 5）

期　末
（2022. 11. 7）

基準価額（左軸）　　　　分配金再投資基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）
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（注）分配金再投資基準価額は、当作成期首の基準価額をもとに指数化したものです。

＊ 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを
示すものです。
＊ 分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります（分配金を自動的に再投資するコースがないファンドも
あります）。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

メガトレンド・ロング・ショート・ファンド
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メガトレンド・ロング・ショート・ファンド

年　月　日
基　　　準　　　価　　　額 公 社 債

組 入 比 率
騰 落 率

円 % %
（期 首）2021年11月 5 日 8, 345 ─ 90. 7 

11月末　 8, 420 0. 9 89. 4 
12月末　 7, 792 △ 6. 6 88. 5 

2022年 1 月末　 6, 466 △ 22. 5 88. 0 
2 月末　 6, 518 △ 21. 9 88. 2 
3 月末　 6, 640 △ 20. 4 88. 2 
4 月末　 6, 245 △ 25. 2 87. 3 
5 月末　 6, 005 △ 28. 0 87. 0 
6 月末　 5, 938 △ 28. 8 86. 8 
7 月末　 6, 152 △ 26. 3 87. 2 
8 月末　 6, 098 △ 26. 9 86. 8 
9 月末　 5, 930 △ 28. 9 86. 4 
10月末　 5, 736 △ 31. 3 87. 4 

（期 末）2022年11月 7 日 5, 632 △ 32. 5 87. 1 
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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■世界株式市況 
世界株式市況は、下落傾向が継続しました。
世界株式市況は、良好な企業決算の発表や経済指標が支えとなり、当作成期首から2021年末にか

けて高値圏で推移しました。2022年 1月半ば以降は、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）による金
融引き締め懸念で金利が上昇したことや、ロシアによるウクライナ侵攻で地政学リスクが顕在化し
たことを受け、株価は 3月半ばにかけて下落しましたが、ＦＲＢの利上げ決定後はいったん反発し
ました。 4月から 6月半ばにかけては、インフレ率の予想以上の上昇を受けてＦＲＢが利上げを加
速するとの思惑が強まったことなどから下落しました。 6月半ばにＦＲＢが利上げ幅拡大を決定し
た後は、悪材料出尽くし観測などから上昇に転じ、またインフレ率がピークアウトするとの期待感
などもあり、 8月中旬にかけて上昇が続きました。しかしその後は、ＦＲＢ議長が景気を犠牲にし
てでもインフレを抑制する姿勢を強調したことや、予想以上のインフレ率の上昇で欧米の金利が上
昇したこと、英国の財政悪化懸念から英国債が急落したこと、企業業績の見通しの下方修正が相次
いだことなどが嫌気され、10月半ばにかけて下落しました。当作成期末にかけては、英国発の混乱
が収束したことや、一部報道によりＦＲＢが今後利上げ幅を縮小させるのではないかとの期待が高
まったことから、株価は反発しました。

投資環境について （2021. 11. 6 ～ 2022. 11. 7）

メガトレンド（世界の長期的な構造変化）の進行は、人々の暮らしや世界の産業構造に大きな変化
をもたらします。携帯電話が普及した裏側で家庭の黒電話や街中の電話ボックスが姿を消したよう
に、メガトレンドの流れに乗る産業は長期的に成長し、メガトレンドに取り残される産業は長期的に
衰退することが見込まれます。そのため、メガトレンドの影響を大きく受ける産業では、企業の業績
や株価の二極化が進行しやすいと推察されます。成長産業においては、革新的な製品・サービスの普
及を通じて市場が拡大し、これらを供給している企業の業績が伸張、株価も長期的には上昇していき
ます。一方、衰退産業においては既存の製品・サービスの風化を通じて市場が伸び悩み、これらを供
給している企業の業績が縮小し、株価も長期的には調整していきます。したがって、成長が見込まれ
る銘柄を買い、衰退が見込まれる銘柄を売ることで、長期的には双方から投資リターンの獲得を狙う
ことができます。

前作成期末における「今後の運用方針」

メガトレンド・ロング・ショート・ファンド
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■テーマと戦略の概況
テーマ 成長産業

（ロング：買い）
衰退産業

（ショート：売り）
メディア ＳＮＳなど 伝統的なメディアなど
自動車 ＥＶなど ガソリン・ディーゼル車など
エネルギー クリーンエネルギーなど 化石燃料など
小売り ｅコマースなど 伝統的な販売店など
ヘルスケア ヘルステックなど 非健康製品など
金融 フィンテックなど 伝統的な金融業など

連動債券（日本を含む世界の株式の値動きを享受する債券（円建））への投資を通じて、日本を含
む世界の株式の中から、メガトレンド（世界の長期的な構造変化）を背景とした複数のテーマを基に
ロング・ショート戦略を構築し、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行い
ました。

ポートフォリオについて （2021. 11. 6 ～ 2022. 11. 7）

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。

ベンチマークとの差異について

今後も、連動債券への投資を通じて、日本を含む世界の株式の中から、メガトレンドを背景とした
複数のテーマを基にロング・ショート戦略を構築し、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を
めざして運用を行います。

メガトレンド・ロング・ショート・ファンド
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■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当期

2021年11月 6 日
～2022年11月 7 日

当期分配金（税込み） （円） ━
対基準価額比率 （％） ─
当期の収益 （円） ─
当期の収益以外 （円） ─  

翌期繰越分配対象額 （円） ─
（注 1） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

分配金について

当作成期は、分配対象額が計上できなかったため、収益分配を見送らせていただきました。

メガトレンド・ロング・ショート・ファンド
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今後の運用方針
メガトレンドの進行は、人々の暮らしや世界の産業構造に大きな変化をもたらします。携帯電話が
普及した裏側で家庭の黒電話や街中の電話ボックスが姿を消したように、メガトレンドの流れに乗る
産業は長期的に成長し、メガトレンドに取り残される産業は長期的に衰退することが見込まれます。
そのため、メガトレンドの影響を大きく受ける産業では、企業の業績や株価の二極化が進行しやすい
と推察されます。成長産業においては、革新的な製品・サービスの普及を通じて市場が拡大し、これ
らを供給している企業の業績が伸張、株価も長期的には上昇していきます。一方、衰退産業において
は既存の製品・サービスの風化を通じて市場が伸び悩み、これらを供給している企業の業績が縮小
し、株価も長期的には調整していきます。したがって、成長が見込まれる銘柄を買い、衰退が見込ま
れる銘柄を売ることで、長期的には双方から投資リターンの獲得を狙うことができます。
今後も、連動債券への投資を通じて、日本を含む世界の株式の中から、メガトレンドを背景とした
複数のテーマを基にロング・ショート戦略を構築し、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を
めざして運用を行います。

メガトレンド・ロング・ショート・ファンド
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1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

（2021. 11. 6～2022. 11. 7） 項　　目　　の　　概　　要
金　額 比　率

信 託 報 酬  88円 1. 355％
信託報酬＝当作成期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　当作成期中の平均基準価額は6, 515円です。

（投信会社）  （43）  （0. 664） 
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価
額の計算、法定書面等の作成等の対価

（販売会社）  （43）  （0. 664） 
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託会社）  （2）  （0. 028） 受託会社分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ─ ─
売買委託手数料＝当作成期中の売買委託手数料／当作成期中の平均受益
権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ─ ─
有価証券取引税＝当作成期中の有価証券取引税／当作成期中の平均受益
権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用  1   0. 019  その他費用＝当作成期中のその他費用／当作成期中の平均受益権口数

（保管費用）  （1）  （0. 011） 
保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および
資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用）  （1）  （0. 008） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合 　 　 計  89   1. 373  

（注 1） 当作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便
法により算出した結果です。

（注 2）各金額は項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 3） 各比率は 1万口当りのそれぞれの費用金額を当作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、小数点第 3位未満を四捨五

入してあります。   
（注 4） 組み入れているマザーファンドがある場合、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当該マザーファンドが支払っ

た金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）がある場合、
各項目の費用は、当該投資信託証券が支払った費用を含みません。なお、当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「 1万
口当りの費用の明細」が取得できるものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することとしております。

メガトレンド・ロング・ショート・ファンド
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参考情報

総経費率
1. 37%

運用管理費用
（投信会社）
0. 66％運用管理費用

（販売会社）
0. 66％

運用管理費用（受託会社）
0. 03％

その他費用 0. 02％

（注 1） 1万口当りの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注 2）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注 3）各比率は、年率換算した値です。

■総経費率
　当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を、期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（ 1口当り）
を乗じた数で除した総経費率（年率）は1. 37％です。

メガトレンド・ロング・ショート・ファンド
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メガトレンド・ロング・ショート・ファンド

■利害関係人との取引状況等

当作成期中における利害関係人との取引はありません。

■ 投信会社（自社）による当ファンドの設定・解約および
保有状況
当作成期首
保 有 額

当作成期中
設 定 額

当作成期中
解 約 額

当作成期末
保 有 額 取 引 の 理 由

百万円 百万円 百万円 百万円

100 ─ ─ 100 当初設定時における取得
（注 1）金額は元本ベース。
（注 2）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
公　  社　  債

（2021年11月 6 日から2022年11月 7 日まで）
買 付 額 売 付 額

国内 社 債 券
千円 千円 
─ 2, 476 

（ ─）
（注 1）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 2）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 3）社債券には新株予約権付社債券（転換社債券）は含まれておりません。
（注 4）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
公 社 債 

（2021年11月 6 日から2022年11月 7 日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 金　　 額 銘　　　　　柄 金　　 額

千円 千円
Vault Investments PLC  2025/11/7（ユーロ円債） 2, 476 

（注 1）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 2）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）国内（邦貨建）公社債（種類別）

作　成　期 当　　　　　　　　　　期　　　　　　　　　　末

区　　　分 額　面　金　額 評　　価　　額 組入比率
うちＢＢ格
以 下 組 入
比 　　 率

残存期間別組入比率

5年以上 2年以上 2年未満
千円 千円 %  %  %  % %

普通社債券 118, 000 63, 697 87. 1 ─ ─ 87. 1 ─ 

（注 1）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。      
（注 2）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。      
（注 3）評価額および格付情報については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。    
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■資産、負債、元本および基準価額の状況

項　　　目 当　期　末
（Ａ）資産 73, 683, 835円

コール・ローン等 9, 986, 255  
公社債（評価額） 63, 697, 580  

（Ｂ）負債 543, 672  
未払解約金 4, 040  
未払信託報酬 536, 424  
その他未払費用 3, 208  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 73, 140, 163  
元本 129, 856, 923  
次期繰越損益金 △  56, 716, 760  

（Ｄ）受益権総口数 129, 856, 923口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 5, 632円

＊ 期首における元本額は133, 075, 558円、当作成期間中における追加設定元本額は
6, 894, 490円、同解約元本額は10, 113, 125円です。 
＊当期末の計算口数当りの純資産額は5, 632円です。 
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は56, 716, 760円です。 

2022年11月 7 日現在

■投資信託財産の構成
2022年11月 7 日現在

項　　　　　　目 当　期　末
評　価　額 比　　率

千円 %
公社債 63, 697 86. 4 
コール・ローン等、その他 9, 986 13. 6 
投資信託財産総額 73, 683 100. 0 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■損益の状況
当期　自2021年11月 6日　至2022年11月 7日

項　　　目 当　　　期
（Ａ）配当等収益 126, 022円

受取利息 83  
その他収益金 129, 976  
支払利息 △  4, 037  

（Ｂ）有価証券売買損益 △  32, 900, 596  
売買益 1, 666, 933  
売買損 △  34, 567, 529  

（Ｃ）信託報酬等 △  1, 174, 121  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △  33, 948, 695  
（Ｅ）前期繰越損益金 △  14, 748, 808  
（Ｆ）追加信託差損益金 △  8, 019, 257  
（配当等相当額） （△  999） 
（売買損益相当額） （△  8, 018, 258） 

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △  56, 716, 760  
次期繰越損益金（Ｇ） △  56, 716, 760  
追加信託差損益金 △  8, 019, 257  
（配当等相当額） （△  999） 
（売買損益相当額） （△  8, 018, 258） 
繰越損益金 △  48, 697, 503  

（注 1） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3） 収益分配金の計算過程は下記「収益分配金の計算過程（総額）」をご参照
ください。

（2）国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
当             　　          期         　         　     末

区    　   分 銘   　　　  柄 年　利　率 額 面 金 額 評　価　額 償還年月日
% 千円 千円  

普通社債券 Vault Investments PLC ─ 118, 000 63, 697 2025/11/07 
（注）単位未満は切捨て。

■収益分配金の計算過程（総額）
項　　　目 当　　　期

（ａ）経費控除後の配当等収益  0円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  0　
（ｃ）収益調整金  0　
（ｄ）分配準備積立金  0　
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ）  0　
（ｆ）分配金  0　
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ）  0　
（ｈ）受益権総口数 129, 856, 923口
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